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新市庁舎のイメージ

横浜市会は5月25日㈪から新市庁舎へ
移転します。来庁の際は、お間違えのないよ
うご注意ください（詳細は4面「議会通信」
をご覧ください）。

横浜市会は移転します

　　　定例会の様子を知りたい！もっと

特定複合観光施設区域整備法（通称：IR整備法）における設置運
営事業等を行おうとする民間事業者の募集・選定などを行うため、
市長の附属機関として「横浜市特定複合観光施設設置運営事業者
選定等委員会」を設置する条例を定めました。

国の補正予算を活用し、道路や河川、公園等における施設・設備
の老朽化などの安全対策の実施や、市立学校における教育のＩＣＴ
化に向けた環境整備としてパソコン整備等を進めます。（補正額：
153億4,400万円）

基礎的な行政サービスを行う一般会計予算は１兆
7,400億円（前年度比1.2%減）で、一般会計、特別
会計、公営企業会計をあわせた総額は３兆6,060億
円です（前年度比2.7％減）。

本会議（第1日）1月３0日
 ● 会期の決定

予算研究会1月30日～2月4日

特別委員会2月6日～10日

常任委員会2月14日～19日

本会議（第2日）2月13日
 ● 一般議案の上程・質疑・常任委員会への付託
 ● 予算議案の上程・市長説明

 ● 一般議案等の審査

本会議（第3日）2月21日
 ● 一般議案の議決
 ● 議員議案の上程・議決
 ● 人事議案の上程・議決
 ● 予算代表質疑（→２・３面へ）

本会議（第4日）2月26日
 ● 予算関連質疑（→２・３面へ） 
 ● 予算特別委員会の設置・付託

本会議（第５日）3月24日

常任委員会3月12日～17日

 ● 審査日程等の協議

予算第一・予算第二
特別委員会2月26日

 ● 予算議案の局別審査

予算第一・予算第二
特別委員会

3月2日～
3月11日

 ● 予算議案の審査

 ● 予算議案の総合審査

 ● 予算議案の採決

予算第一・予算第二
特別委員会連合審査会3月19日

 ● 予算議案の議決
 ● 議員提出議案の上程・議決
 ● 人事議案の上程・議決

予算第一・予算第二
特別委員会3月23日
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第１回
定例会

●ポイントをまとめて知りたい方は

●より詳しく知りたい方は

議案などに加えて
前年度の決算を
議論します。

77件の議案が可決されました
主 な 流 れ
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　令和２年度当初予算

　令和元年度横浜市一般会計補正予算（第４号）

　横浜市特定複合観光施設設置運営事業者選定等
　委員会条例の制定

された
主な議案

定例会以外には
どんなことをしているの？

定例会の期間外にも、委員会を開い
ています。
また、現地の視察や専門家の意見を
聞くなど、調査・議論をしています。

横浜市会の一年
横浜市会では年に４回定例会が招集され、市長や議員が提出した議案などについて議論しています。
議案などは委員会で話し合われ、最後に本会議で議決（賛成か反対かの意思決定）されます。

円中央の写真は予算代表質疑（2月21日）の様子です。

横浜市会ダイジェスト 検索

横浜市会　中継 検索

議案や市政全般に
ついて議論します。

議案や市政全般に
ついて議論します。

議案などに加えて新年度の予算を議論します。
（主な流れは左下の「第1回市会定例会概要」を参照）

第２回
定例会



ＳＤＧｓ達成に向けた取組を一層加速させるため、政策全体にＳＤＧｓを取り入れ
て個々の取組を充実させるとともに、推進体制を整える必要があると考えます。ＳＤＧｓ
を組織横断的に推進する部署の設置が必要と考えますが、いかがですか。　
ＳＤＧｓ達成のさらなる加速に向け、現行の体制を検証し、必要な組織体制のあり

方を検討します。

深谷通信所跡地（泉区所在）は約77haの広大な土地で、緑に囲まれた魅力的
な地区です。大規模スポーツイベントの盛り上がりを踏まえ、多くの人が集まる市南
西部地域のスポーツ拠点にふさわしい施設や、防災性の向上などをしっかり検討す
ることが重要と考えますが、いかがですか。
今後、具体的な設計を進める中で、軽い運動から本格的なスポーツに対応できる

施設を検討します。また、広域的な防災拠点としての機能も併せて検討を進めます。

国を代表する劇場となるならば、ニーズを踏まえ、プログラムづくりや集客など
様々な課題を解決する必要があると思います。劇場整備に向けての課題認識と取
組について、うかがいます。
国や民間からの支援も含めた財源確保や、経営に優れた運営主体づくり、国内

外の劇場連携など持続可能な運営の実現が課題と考えています。２年度は、基本
計画の検討や顧客動向も踏まえた管理運営に関する調査、国との調整や民間企
業への働きかけを行っていきます。

ＤＸは、企業が競争力や持続性の向上を目的として、戦略的にデジタルを活用
できるようにビジネスや組織を変革することで、デジタルに対応したサービスや機能を
デジタルプラットフォームとして組み込み、内部を効率化します。その行政版が自治体
ＤＸです。市も他都市事例を含めた調査や責任者であるＣＤＯ（チーフ・デジタル・オ
フィサー）設置の研究を始めるべきと考えますが、いかがですか。　
民間では、デジタル戦略を統括するＣＤＯを置き、製品・サービスの高付加価値

化などを進める企業も増えていると認識しています。市でも、ＩＣＴやデータを様々な分
野で活用し、利用者目線に立ったより効果的な市民サービスの一層の推進に向け、
研究を進めます。

もしものときのわかりやすさ、市民の安心という点では、風水害時も震災時と同様
に全ての地域防災拠点が避難場所として開設されることが望ましいと思います。風水
害時の避難場所開設など地域との連携を強化すべきと考えますが、いかがですか。
風水害時は、土砂災害や浸水の恐れがあるエリアなどでは、災害状況を踏まえ

て地域防災拠点以外に地区センターなども開設します。各地域の状況に応じて適
切に対応できるよう、地域との連携を強化する取組を進めます。

　
地域防災拠点には、アレルギー対応も含めて粉ミルクを備蓄していますが、災害時

に使用できない可能性もあります。必要としている避難者に液体ミルクが行き届くように
すべきと考えますが、いかがですか。
まずは自助として各家庭で備蓄するよう、周知・啓発を進めます。また、災害時の

物資の提供について協定を締結している事業者に対して、液体ミルクの供給が可
能かを確認しています。必要な方々に提供できるように進めていきます。

毎年実施している保育所入所事務は、３か月で18,000件以上の申請書類を審
査するなど、膨大な作業量があります。事務作業を全庁的に棚卸しした上で、ＲＰＡの
活用による事務効率化を進め、人件費圧縮や働き方改革につなげるべきだと考え
ますが、いかがですか。　
職員の能力を最大限発揮するためには、内部事務の集約化や外部委託化など

とあわせ、ＲＰＡなどＩＣＴを活用した事務の効率化をこれまで以上に進める必要があ
り、働き方改革にもつながると考えています。

　
２年度予算案は、市を取り巻く環境変化を踏まえ、経済対策、子ども・子育て、教

育、福祉、医療、まちづくり、環境、文化、観光など足元の課題に目配りされており、評
価しています。基本的な考え方について、うかがいます。
人口減少、高齢化、多発する自然災害など、市は様 な々困難な課題に直面する一

方、多くの成長チャンスもあります。市民の安全・安心な暮らしを守り支えるとともに、培っ
てきた信頼や実績をさらなる成長と新たな活力につなげ、次世代につなぐ予算としました。

　　
新型コロナウイルス問題が大きな影響を与えています。インバウンドについて、国

も市も中国からの多数の誘客に重点を置く政策を進めていますが、転換が必要と考
えます。いかがですか。
市内外国人延べ宿泊者数93万人という中期計画の指標を達成するためには、

４分の１を占める中国からの誘客は重要です。しかし、感染症流行による渡航制限
等、観光を取り巻く状況を踏まえて、東南アジアや欧米等、幅広いエリアからの誘客
にも柔軟に取り組みます。

　　　
妊娠期から切れ目のない支援の重要性を繰り返し主張してきました。平成29年

度に３区で始まった母子保健コーディネーター配置は、２年度にはついに18区に拡
充されます。配置の意義について、うかがいます。
気軽に相談できる窓口として信頼され、妊婦やご家族から様々な相談を受けるよ

うになりました。妊娠期から子育て家庭に寄り添う体制が整うとともに、関係機関との
連携も深まり、的確な支援につながります。安心して出産・子育てをする上で大変意
義があると考えます。

後期高齢者の増加に伴い、認知症高齢者の増加も見込まれます。認知症は誰
もがなり得るもので、多くの人に身近なものとなってきます。認知症になっても安心し
て暮らし続けるための支援について、うかがいます。
元年度から早期発見のため、もの忘れ検診を実施しています。２年度は、専門的

な相談や医療が受けられるよう、認知症疾患医療センターを５か所増の９か所にしま
す。認知症サポーターや認知症カフェの充実、「認知症施策推進計画」の策定など、
共生社会の実現を目指します。

ひきこもり状態にある方の家族が疾病や介護などの課題を持っていたり、世帯
全体が経済的困窮や社会的孤立などの課題を抱えていたりする可能性もあります。
ひきこもり対策では世帯への支援が必要と考えますが、いかがですか。
親も高齢化しており、子の将来の生活に関する不安に加え、介護の問題に直面

するなど様々な悩みを抱えている場合があります。相談窓口である各部署が、世帯全
体の課題として捉え、チーム支援ができるよう、連携強化や体制構築に取り組みます。

公園は、花や緑に囲まれた憩いの場であり、地域コミュニティの拠点や防災機能
を持つ重要な場所です。市は、元年９月に「公園における公民連携に関する基本方
針」を策定しており、２年度から予算面も含めた本格的な取組を期待しています。公
園における公民連携への取組姿勢について、うかがいます。
近年、花や緑の豊かな公園でカフェやレストラン、ヨガなど魅力的なイベントを楽し

みたいニーズが高まっています。市民生活の豊かさや市のブランド力向上のため、民
間のノウハウや資金を活用して公園の魅力やにぎわいをより高めることを目指します。

人口減少や超高齢社会の進展など、今後、厳しい社会状況と財政状況が見込
まれます。市の20年、30年先の将来を見据え、市会とも意見交換しながら検討を進
める必要があると思います。横浜ＩＲの実現に向けた市長の決意をうかがいます。
将来の安定的な市政運営に強い危機感がある一方、横浜はさらに飛躍するポ

テンシャルを持っています。ギャンブル依存症や治安の対策に力を入れ、観光立国を
目指す日本の成長戦略の一翼を担いたいと思います。

ＡＩを使った同時通訳のテクノロジーや、分身ロボットの活用をはじめ、横浜ＩＲはス
マートシティとしての特色を出すべきと考えますが、いかがですか。
ＳＤＧｓ未来都市・横浜として、横浜ＩＲでは、ＩＣＴやＩｏＴなどを活用した効率的で持

続可能な最先端技術と、水際に展開する緑あふれる魅力が同時に存在するまちを
目指します。次世代スマートシティの実現に向け、市が求めることを実施方針等にま
とめ、民間事業者から提案を求めます。

１月28日の衆議院予算委員会で国交相は、申請後の取下げは可能と答弁しま
した。ＩＲ開設後であっても状況の変化により、立ちどまることができるよう、事業者と
の契約には、解除に関する規定を設けるべきと考えますが、いかがですか。
事業者選定後、基本協定等を締結し、信義則に反する場合のペナルティ設定

などを検討します。区域整備計画の申請後、国から認定された場合、市と事業者で
実施協定を締結します。ＩＲ整備法では、実施協定の有効期間や違反した場合の措
置などを定めることとなっており、あらゆるリスクを想定して検討します。

市とアドバイザリー契約したＥＹ新日本有限責任監査法人（以下、「本法人」）の
関連海外法人は、横浜への進出を企図する海外のＩＲ事業者の監査法人です。本
法人が、市の事業者選定のための実施方針や募集要項の策定に関わることは、透
明性・公平性・公正性を担保できるか、うかがいます。
各国のＥＹグループ各法人は法的に独立した組織で、業務に関して情報共有し

ないことを確認しており、市の検討状況等が漏えいすることはありません。また、市の
利益に反する行為の制限や守秘義務を課しており、本法人がＩＲに関連して民間事
業者の支援を行うことはありません。

旧上瀬谷通信施設（瀬谷区、旭区所在）では、年間1,500万人が訪れるまちづく
りを目指しており、交通需要に対応するために、相鉄線瀬谷駅周辺から中量軌道輸
送システム（※１）の整備を想定し、１月から土地区画整理事業等とあわせ、環境影響
評価の手続きを開始しています。新たな交通の導入に向けた検討の進め方につい
て、うかがいます。
想定される来街者数に適した輸送力を持つ、新交通システム（※２）を軸に検討を進め

ます。２年度は設計や調査などを行い、環境影響評価や都市計画の手続きを進めます。

教育委員会では昨年、外部有識者を含めた懇談会の開催や、生徒・保護者等
へのアンケート調査などを実施し、現在の中学校昼食の選択制について一定の評
価がされていることや、デリバリー型給食への保護者の期待が高いことがわかりまし
た。デリバリー型給食の早期実現を目指すべきと考えますが、いかがですか。
選択制を充実する中で、ハマ弁の更なる改善を図り、３年度からの実施も視野に

入れ、できるだけ早期に学校給食法上の給食に位置付けることを目指したいと考え
ています。

デリバリー型給食への保護者のニーズがある中で、成長期の子どもたちに栄養
バランスの良いハマ弁を気兼ねなく食べてもらうためにも、給食化を進めるべきと考
えます。ハマ弁を学校給食法上の給食に位置付けることの意義について、うかがい
ます。
ハマ弁を給食に位置付けることで、市が献立作成や食材調達の規格などを担う

ことになり、中学校の昼食に対する責任がより明確になります。国産比率の向上や
地産地消の推進など、食材の充実も目指したいと考えており、生徒や保護者の安心
感につながり、さらに利用しやすくなると考えています。

デリバリー給食の要望は高いというアンケート結果を元に、ハマ弁を給食化しよ
うとしていますが、中学生や保護者から本当に求められているものは何かを改めてア
ンケートを実施し、把握することが必要です。見解をうかがいます。
市では実現可能な選択肢はハマ弁のようなデリバリー型の昼食と考えており、

今後も、中学校の昼食のあり方や給食実施を直接問うことは考えていません。今回
のアンケート結果から、デリバリー型給食への保護者の期待は高く、懇談会からも、
学校給食法上の給食に位置付けることを含むご意見をいただいていますので、その
方向で進めていきたいと考えています。
　　

１人１台の端末が整備されるということは、これまでと違った新しい教育の狙いが
あり、新しいものが授業で使われるようになると思います。１人１台端末を活用してど
のような教育を目指すのか、うかがいます。
Society5.0（※）を生きる子どもたちは「未来社会の創り手」となるべく、確かな

基礎学力を土台にした創造性を育む必要があるとされています。理解度や特性に応
じて、個別に最適化された学びを取り入れ、児童生徒が端末を主体的に活用し、多
様な立場の人たちと協働して、課題解決に生かせるようにしていきます。

人工呼吸器を使用する児童生徒には、登校してからずっと保護者が付き添って
いなければなりません。子どもの自立・成長の面からも、保護者の精神的・体力的な
負担の面からも喫緊の課題です。保護者付き添い解消に向けた具体的取組につい
て、うかがいます。
４月以降、準備の整った訪問看護ステーション等から看護師を学校へ派遣し、現

在保護者が行っている医療的ケアにモデル的に取り組みます。児童生徒の安全確
保を第一に、緊急時の対応など校内の安全管理の仕組みが整い次第、段階的に
取組を進めます。

いじめの早期発見・早期解決のため、他都市では危機管理室の中に対策チーム
を設置しているところもあります。いじめの相談窓口の体制について、うかがいます。
学校では、担任教諭のほか、全市立学校に配置されている児童支援・生徒指導

専任教諭やスクールカウンセラーなどが相談を受け付けています。学校に相談しにく
い場合には、いじめ110番や一般教育相談、学校生活あんしんダイヤルなどにおい
て、臨床心理士やスクールソーシャルワーカー、元教員などが対応しています。

用
語
解
説

ＳＤＧｓ （文中の＿＿＿＿（※）で表示）
持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）。国連で採択された、持続
可能でよりよい世界を目指す国際目標。

用
語
解
説

ＲＰＡ （文中の＿＿＿＿（※）で表示）
Robotic Process Automation（ロボットによる業務自動化）。これまで人間が行ってきた
定型的なパソコン操作を、ソフトウェアのロボットにより自動化すること。

公明党母子保健コーディネーター配置の意義子育て

公明党認知症への支援福　祉

令和２年度横浜市予算議案と予算関連議案につ
いて、各会派を代表して14人の議員から「予算代
表質疑」と「予算関連質疑」が行われました。その
中から、24項目を抜粋して掲載しています。

令和２年度横浜市予算議案と予算関連議案につ
いて、各会派を代表して14人の議員から「予算代
表質疑」と「予算関連質疑」が行われました。その
中から、24項目を抜粋して掲載しています。

予算質疑

公明党災害時における液体ミルクの活用防　災

自民党令和２年度予算案の基本的な考え方財　政

ヨコ会インバウンド政策の転換観　光

立国フ風水害時における地域との連携強化防　災

立国フ自治体ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）政　策

自民党ＳＤＧｓ（※）の推進
エスディージーズ

政　策

自民党旧深谷通信所の跡地利用政　策

立国フ新たな劇場計画の検討政　策

【自民党】10問
●ＳＤＧｓの推進
●旧深谷通信所の跡地利用
●令和２年度予算案の基本的な考え方
●公園の公民連携
●実現に向けた決意
●横浜ＩＲとスマートシティ
●旧上瀬谷通信施設での
　新たな交通の導入
●デリバリー型給食の早期実現
●１人１台端末を活用した教育
●医療的ケア児・者への支援

【立国フ】6問
●新たな劇場計画の検討
●自治体ＤＸ
　（デジタル・トランスフォーメーション）
●風水害時における地域との連携強化
●ＲＰＡを活用した行政事務の効率化
●事業者契約の解除規定
●いじめ早期解決に向けた取組

【公明党】5問
●災害時における液体ミルクの
　活用
●母子保健コーディネーター
　配置の意義
●認知症への支援
●8050問題対策
●ハマ弁を給食に位置付ける
　ことの意義

【ヨコ会】1問
●インバウンド政策の転換

【共産党】2問
●アドバイザリー契約事業者の
　透明性・公平性・公正性
●中学校給食の実施

立国フＲＰＡ（※）を活用した行政事務の効率化
アールピーエー

働き方改革

シーディーオー

アイシーティー

※自民党･･･自由民主党横浜市会議員団・無所属の会　　立国フ･･･立憲・国民フォーラム横浜市会議員団　　公明党･･･公明党横浜市会議員団



ＳＤＧｓ達成に向けた取組を一層加速させるため、政策全体にＳＤＧｓを取り入れ
て個々の取組を充実させるとともに、推進体制を整える必要があると考えます。ＳＤＧｓ
を組織横断的に推進する部署の設置が必要と考えますが、いかがですか。　
ＳＤＧｓ達成のさらなる加速に向け、現行の体制を検証し、必要な組織体制のあり

方を検討します。

深谷通信所跡地（泉区所在）は約77haの広大な土地で、緑に囲まれた魅力的
な地区です。大規模スポーツイベントの盛り上がりを踏まえ、多くの人が集まる市南
西部地域のスポーツ拠点にふさわしい施設や、防災性の向上などをしっかり検討す
ることが重要と考えますが、いかがですか。
今後、具体的な設計を進める中で、軽い運動から本格的なスポーツに対応できる

施設を検討します。また、広域的な防災拠点としての機能も併せて検討を進めます。

国を代表する劇場となるならば、ニーズを踏まえ、プログラムづくりや集客など
様々な課題を解決する必要があると思います。劇場整備に向けての課題認識と取
組について、うかがいます。
国や民間からの支援も含めた財源確保や、経営に優れた運営主体づくり、国内

外の劇場連携など持続可能な運営の実現が課題と考えています。２年度は、基本
計画の検討や顧客動向も踏まえた管理運営に関する調査、国との調整や民間企
業への働きかけを行っていきます。

ＤＸは、企業が競争力や持続性の向上を目的として、戦略的にデジタルを活用
できるようにビジネスや組織を変革することで、デジタルに対応したサービスや機能を
デジタルプラットフォームとして組み込み、内部を効率化します。その行政版が自治体
ＤＸです。市も他都市事例を含めた調査や責任者であるＣＤＯ（チーフ・デジタル・オ
フィサー）設置の研究を始めるべきと考えますが、いかがですか。　
民間では、デジタル戦略を統括するＣＤＯを置き、製品・サービスの高付加価値

化などを進める企業も増えていると認識しています。市でも、ＩＣＴやデータを様々な分
野で活用し、利用者目線に立ったより効果的な市民サービスの一層の推進に向け、
研究を進めます。

もしものときのわかりやすさ、市民の安心という点では、風水害時も震災時と同様
に全ての地域防災拠点が避難場所として開設されることが望ましいと思います。風水
害時の避難場所開設など地域との連携を強化すべきと考えますが、いかがですか。
風水害時は、土砂災害や浸水の恐れがあるエリアなどでは、災害状況を踏まえ

て地域防災拠点以外に地区センターなども開設します。各地域の状況に応じて適
切に対応できるよう、地域との連携を強化する取組を進めます。

　
地域防災拠点には、アレルギー対応も含めて粉ミルクを備蓄していますが、災害時

に使用できない可能性もあります。必要としている避難者に液体ミルクが行き届くように
すべきと考えますが、いかがですか。
まずは自助として各家庭で備蓄するよう、周知・啓発を進めます。また、災害時の

物資の提供について協定を締結している事業者に対して、液体ミルクの供給が可
能かを確認しています。必要な方々に提供できるように進めていきます。

毎年実施している保育所入所事務は、３か月で18,000件以上の申請書類を審
査するなど、膨大な作業量があります。事務作業を全庁的に棚卸しした上で、ＲＰＡの
活用による事務効率化を進め、人件費圧縮や働き方改革につなげるべきだと考え
ますが、いかがですか。　
職員の能力を最大限発揮するためには、内部事務の集約化や外部委託化など

とあわせ、ＲＰＡなどＩＣＴを活用した事務の効率化をこれまで以上に進める必要があ
り、働き方改革にもつながると考えています。

　
２年度予算案は、市を取り巻く環境変化を踏まえ、経済対策、子ども・子育て、教

育、福祉、医療、まちづくり、環境、文化、観光など足元の課題に目配りされており、評
価しています。基本的な考え方について、うかがいます。
人口減少、高齢化、多発する自然災害など、市は様 な々困難な課題に直面する一

方、多くの成長チャンスもあります。市民の安全・安心な暮らしを守り支えるとともに、培っ
てきた信頼や実績をさらなる成長と新たな活力につなげ、次世代につなぐ予算としました。

　　
新型コロナウイルス問題が大きな影響を与えています。インバウンドについて、国

も市も中国からの多数の誘客に重点を置く政策を進めていますが、転換が必要と考
えます。いかがですか。
市内外国人延べ宿泊者数93万人という中期計画の指標を達成するためには、

４分の１を占める中国からの誘客は重要です。しかし、感染症流行による渡航制限
等、観光を取り巻く状況を踏まえて、東南アジアや欧米等、幅広いエリアからの誘客
にも柔軟に取り組みます。

　　　
妊娠期から切れ目のない支援の重要性を繰り返し主張してきました。平成29年

度に３区で始まった母子保健コーディネーター配置は、２年度にはついに18区に拡
充されます。配置の意義について、うかがいます。
気軽に相談できる窓口として信頼され、妊婦やご家族から様々な相談を受けるよ

うになりました。妊娠期から子育て家庭に寄り添う体制が整うとともに、関係機関との
連携も深まり、的確な支援につながります。安心して出産・子育てをする上で大変意
義があると考えます。

後期高齢者の増加に伴い、認知症高齢者の増加も見込まれます。認知症は誰
もがなり得るもので、多くの人に身近なものとなってきます。認知症になっても安心し
て暮らし続けるための支援について、うかがいます。
元年度から早期発見のため、もの忘れ検診を実施しています。２年度は、専門的

な相談や医療が受けられるよう、認知症疾患医療センターを５か所増の９か所にしま
す。認知症サポーターや認知症カフェの充実、「認知症施策推進計画」の策定など、
共生社会の実現を目指します。

ひきこもり状態にある方の家族が疾病や介護などの課題を持っていたり、世帯
全体が経済的困窮や社会的孤立などの課題を抱えていたりする可能性もあります。
ひきこもり対策では世帯への支援が必要と考えますが、いかがですか。
親も高齢化しており、子の将来の生活に関する不安に加え、介護の問題に直面

するなど様々な悩みを抱えている場合があります。相談窓口である各部署が、世帯全
体の課題として捉え、チーム支援ができるよう、連携強化や体制構築に取り組みます。

公園は、花や緑に囲まれた憩いの場であり、地域コミュニティの拠点や防災機能
を持つ重要な場所です。市は、元年９月に「公園における公民連携に関する基本方
針」を策定しており、２年度から予算面も含めた本格的な取組を期待しています。公
園における公民連携への取組姿勢について、うかがいます。
近年、花や緑の豊かな公園でカフェやレストラン、ヨガなど魅力的なイベントを楽し

みたいニーズが高まっています。市民生活の豊かさや市のブランド力向上のため、民
間のノウハウや資金を活用して公園の魅力やにぎわいをより高めることを目指します。

人口減少や超高齢社会の進展など、今後、厳しい社会状況と財政状況が見込
まれます。市の20年、30年先の将来を見据え、市会とも意見交換しながら検討を進
める必要があると思います。横浜ＩＲの実現に向けた市長の決意をうかがいます。
将来の安定的な市政運営に強い危機感がある一方、横浜はさらに飛躍するポ

テンシャルを持っています。ギャンブル依存症や治安の対策に力を入れ、観光立国を
目指す日本の成長戦略の一翼を担いたいと思います。

ＡＩを使った同時通訳のテクノロジーや、分身ロボットの活用をはじめ、横浜ＩＲはス
マートシティとしての特色を出すべきと考えますが、いかがですか。
ＳＤＧｓ未来都市・横浜として、横浜ＩＲでは、ＩＣＴやＩｏＴなどを活用した効率的で持

続可能な最先端技術と、水際に展開する緑あふれる魅力が同時に存在するまちを
目指します。次世代スマートシティの実現に向け、市が求めることを実施方針等にま
とめ、民間事業者から提案を求めます。

１月28日の衆議院予算委員会で国交相は、申請後の取下げは可能と答弁しま
した。ＩＲ開設後であっても状況の変化により、立ちどまることができるよう、事業者と
の契約には、解除に関する規定を設けるべきと考えますが、いかがですか。
事業者選定後、基本協定等を締結し、信義則に反する場合のペナルティ設定

などを検討します。区域整備計画の申請後、国から認定された場合、市と事業者で
実施協定を締結します。ＩＲ整備法では、実施協定の有効期間や違反した場合の措
置などを定めることとなっており、あらゆるリスクを想定して検討します。

市とアドバイザリー契約したＥＹ新日本有限責任監査法人（以下、「本法人」）の
関連海外法人は、横浜への進出を企図する海外のＩＲ事業者の監査法人です。本
法人が、市の事業者選定のための実施方針や募集要項の策定に関わることは、透
明性・公平性・公正性を担保できるか、うかがいます。
各国のＥＹグループ各法人は法的に独立した組織で、業務に関して情報共有し

ないことを確認しており、市の検討状況等が漏えいすることはありません。また、市の
利益に反する行為の制限や守秘義務を課しており、本法人がＩＲに関連して民間事
業者の支援を行うことはありません。

旧上瀬谷通信施設（瀬谷区、旭区所在）では、年間1,500万人が訪れるまちづく
りを目指しており、交通需要に対応するために、相鉄線瀬谷駅周辺から中量軌道輸
送システム（※１）の整備を想定し、１月から土地区画整理事業等とあわせ、環境影響
評価の手続きを開始しています。新たな交通の導入に向けた検討の進め方につい
て、うかがいます。
想定される来街者数に適した輸送力を持つ、新交通システム（※２）を軸に検討を進め

ます。２年度は設計や調査などを行い、環境影響評価や都市計画の手続きを進めます。

教育委員会では昨年、外部有識者を含めた懇談会の開催や、生徒・保護者等
へのアンケート調査などを実施し、現在の中学校昼食の選択制について一定の評
価がされていることや、デリバリー型給食への保護者の期待が高いことがわかりまし
た。デリバリー型給食の早期実現を目指すべきと考えますが、いかがですか。
選択制を充実する中で、ハマ弁の更なる改善を図り、３年度からの実施も視野に

入れ、できるだけ早期に学校給食法上の給食に位置付けることを目指したいと考え
ています。

デリバリー型給食への保護者のニーズがある中で、成長期の子どもたちに栄養
バランスの良いハマ弁を気兼ねなく食べてもらうためにも、給食化を進めるべきと考
えます。ハマ弁を学校給食法上の給食に位置付けることの意義について、うかがい
ます。
ハマ弁を給食に位置付けることで、市が献立作成や食材調達の規格などを担う

ことになり、中学校の昼食に対する責任がより明確になります。国産比率の向上や
地産地消の推進など、食材の充実も目指したいと考えており、生徒や保護者の安心
感につながり、さらに利用しやすくなると考えています。

デリバリー給食の要望は高いというアンケート結果を元に、ハマ弁を給食化しよ
うとしていますが、中学生や保護者から本当に求められているものは何かを改めてア
ンケートを実施し、把握することが必要です。見解をうかがいます。
市では実現可能な選択肢はハマ弁のようなデリバリー型の昼食と考えており、

今後も、中学校の昼食のあり方や給食実施を直接問うことは考えていません。今回
のアンケート結果から、デリバリー型給食への保護者の期待は高く、懇談会からも、
学校給食法上の給食に位置付けることを含むご意見をいただいていますので、その
方向で進めていきたいと考えています。
　　

１人１台の端末が整備されるということは、これまでと違った新しい教育の狙いが
あり、新しいものが授業で使われるようになると思います。１人１台端末を活用してど
のような教育を目指すのか、うかがいます。
Society5.0（※）を生きる子どもたちは「未来社会の創り手」となるべく、確かな

基礎学力を土台にした創造性を育む必要があるとされています。理解度や特性に応
じて、個別に最適化された学びを取り入れ、児童生徒が端末を主体的に活用し、多
様な立場の人たちと協働して、課題解決に生かせるようにしていきます。

人工呼吸器を使用する児童生徒には、登校してからずっと保護者が付き添って
いなければなりません。子どもの自立・成長の面からも、保護者の精神的・体力的な
負担の面からも喫緊の課題です。保護者付き添い解消に向けた具体的取組につい
て、うかがいます。
４月以降、準備の整った訪問看護ステーション等から看護師を学校へ派遣し、現

在保護者が行っている医療的ケアにモデル的に取り組みます。児童生徒の安全確
保を第一に、緊急時の対応など校内の安全管理の仕組みが整い次第、段階的に
取組を進めます。

いじめの早期発見・早期解決のため、他都市では危機管理室の中に対策チーム
を設置しているところもあります。いじめの相談窓口の体制について、うかがいます。
学校では、担任教諭のほか、全市立学校に配置されている児童支援・生徒指導

専任教諭やスクールカウンセラーなどが相談を受け付けています。学校に相談しにく
い場合には、いじめ110番や一般教育相談、学校生活あんしんダイヤルなどにおい
て、臨床心理士やスクールソーシャルワーカー、元教員などが対応しています。

用
語
解
説

8050問題 （文中の＿＿＿＿（※）で表示）
80代の親がひきこもり状態にある50代の子を支えることで、親の介護の問題等も
含めて世帯として課題が多様化・複雑化する新たな社会問題。

用
語
解
説

Society5.0 （文中の＿＿＿＿（※）で表示）
内閣府において提唱された、情報社会に続く、新たな社会。仮想空間と現実空間を高度に
融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会。

自民党公園の公民連携環　境

自民党実現に向けた決意 ＩＲ

自民党横浜ＩＲとスマートシティ ＩＲ

立国フ事業者契約の解除規定 ＩＲ

共産党アドバイザリー契約事業者の透明性・公平性・公正性 ＩＲ

自民党旧上瀬谷通信施設での新たな交通の導入交　通

自民党デリバリー型給食の早期実現教　育

公明党ハマ弁を給食に位置付けることの意義教　育

共産党中学校給食の実施教　育

自民党１人１台端末を活用した教育教　育

自民党医療的ケア児・者への支援教　育

立国フいじめ早期解決に向けた取組教　育

公明党8050問題（※）対策福　祉
用
語
解
説

中量軌道輸送システム （文中の＿＿＿＿（※1）で表示）
新交通システム（ＡＧＴ）、都市モノレール、次世代型路面電車システム（ＬＲＴ）等の交通機関。

新交通システム （文中の＿＿＿＿（※2）で表示）
桁上に設置された走行路（床板）の上を、ゴムタイヤのついた車輪を有する車両が案内
レールに従って走行するシステム。

みず ぎわ

ソサエティ

イーワイ

き   と
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共産党･･･日本共産党横浜市会議員団　　ヨコ会･･･横浜から日本を変える会



自由民主党横浜市会議員団・無所属の会（自）36人

立憲・国民フォーラム横浜市会議員団（憲）20人

公明党横浜市会議員団（公）16人

井上さくら（井） ●  井上さくら 豊田有希（豊） ●  豊田　有希
● 平田いくよ神奈川ネットワーク運動（ネ）

立憲民主党（立） ●  太田　正孝横浜から日本を変える会（ヨ）●  小幡　正雄

日本共産党横浜市会議員団（共）9人
●  荒木由美子
● 北谷　まり

● 宇佐美さやか
● 古谷　靖彦

● 大貫　憲夫
● みわ智恵美

● 河治　民夫● 岩崎ひろし
● 白井　正子

● 安西　英俊
● 久保　和弘
● 竹内　康洋
● 望月　康弘

● 加藤　広人
● 斉藤　伸一
● 中島　光徳

● 木内　秀一
● 斎藤　真二
● 仁田　昌寿

● 行田　朝仁
● 髙橋　正治
● 福島　直子

● 尾崎　　太
● 源波　正保
● 竹野内　猛

● 伊波俊之助
● 川口　　広
● 佐藤　　茂
● 渋谷　　健
● 高橋のりみ
● 古川　直季
● 遊佐　大輔

● 青木　亮祐
● 梶村　　充
● 小松　範昭
● 酒井　　誠
● 関　　勝則
● 伏見　幸枝
● 山田　一誠
● 渡邊　忠則

● 東　みちよ
● 鴨志田啓介
● 輿石　且子
● 清水　富雄
● 田野井一雄
● 藤代　哲夫
● 山本たかし

● 磯部　圭太
● 草間　　剛
● 佐藤　祐文
● 鈴木　太郎
● 長谷川　磨
● 松本　　研
● 横山　正人

● 大桑　正貴
● 黒川　　勝
● 斉藤　達也
● 瀬之間康浩
● 福地　　茂
● 山下　正人
● 横山勇太朗

● 有村　俊彦
● 梶尾　　明
● 中山　大輔
● 麓　　理恵

● 大野トモイ
● 今野　典人
● 花上喜代志
● 森ひろたか

● 大山しょうじ
● 坂本　勝司
● ふじい芳明
● 谷田部孝一

● 荻原　隆宏
● 田中　ゆき
● 藤崎浩太郎
● 山浦　英太

● 大岩真善和
● 小粥　康弘
● 長谷川えつこ
● 望月　高徳

 自 憲 公  共 ヨ 立  井 豊 ネ
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議　案　名 ※議案の内容については、市会ホームページでご覧になれます。

意
見
書

の
提
出

人
事
議
案

条
例
の
改
正

補
正
予
算

●令和２年度特別会計予算（中央卸売市場費、母子父子寡婦福祉資金、勤労者福祉共済事業費、公害被害者救済事業費、新墓園
事業費、風力発電事業費、市債金）●令和２年度公営企業会計予算（下水道事業）
●令和２年度特別会計予算（公共事業用地費）●令和２年度公営企業会計予算（工業用水道事業）
●令和２年度特別会計予算（中央と畜場費）●令和２年度公営企業会計予算（自動車事業、高速鉄道事業、病院事業）
●令和２年度特別会計予算（国民健康保険事業費、介護保険事業費、後期高齢者医療事業費、港湾整備事業費、市街地開発事業
費、自動車駐車場事業費、みどり保全創造事業費）●令和２年度公営企業会計予算（埋立事業、水道事業）
●令和２年度一般会計予算
●包括外部監査契約の締結

●職員定数条例の一部改正

●特定複合観光施設設置運営事業者選定等委員会条例の制定

●手数料条例の一部改正●印鑑条例の一部改正●区民文化センター条例の一部改正●児童福祉施設の設備及び運営の基準
に関する条例の一部改正●幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営の基準に関する条例の一部改正●動物
の愛護及び管理に関する条例の一部改正●スポーツ医科学センター条例の一部改正●建築基準条例の一部改正●横浜国際港
都建設事業二ツ橋北部三ツ境下草柳線等沿道地区第１期地区土地区画整理事業施行条例及び横浜国際港都建設事業新綱島駅
周辺地区土地区画整理事業施行条例の一部改正
●附属機関設置条例の一部改正●福祉授産所条例の一部改正
●保育所条例の一部改正●家庭的保育事業等の設備、運営等の基準に関する条例の一部改正●特定教育・保育施設及び特定
地域型保育事業の運営の基準に関する条例の一部改正●知的障害者生活介護型施設条例の一部改正
●第２期子ども・子育て支援事業計画の策定●中区南本牧４番の１等地先公有水面埋立地の確認●中区における町区域の変更
●羽沢第334号線等市道路線の認定及び廃止●ヘリコプター修理用部品の取得●市立小学校における傷害事故に係る保険給
付についての損害賠償額の決定●上郷・森の家改修運営事業契約の変更
●金沢区釡利谷町所在土地の取得●都市計画道路上郷公田線（公田地区）道路建設工事請負契約の締結
●令和元年度特別会計補正予算（国民健康保険事業費（第１号）、後期高齢者医療事業費（第１号）、中央卸売市場費（第１号）、中
央と畜場費（第１号）、勤労者福祉共済事業費（第１号）、公害被害者救済事業費（第１号）、新墓園事業費（第１号）、みどり保全創造
事業費（第１号）、公共事業用地費（第１号）、市債金（第１号））●令和元年度公営企業会計補正予算（下水道事業（第１号）、埋立事
業（第１号）、高速鉄道事業（第１号））
●令和元年度一般会計補正予算（第４号）●令和元年度特別会計補正予算（介護保険事業費（第１号）、港湾整備事業費（第１号）、
市街地開発事業費（第１号））
●人権擁護委員候補者の推薦
●教育委員会委員の任命
●土地利用審査会委員の任命
●副市長の選任

●横浜市会委員会条例の一部改正（市会運営委員会）

●横浜市会会議規則の一部改正（市会運営委員会）

●市長専決処分事項指定の件の一部改正（市会運営委員会）

●新型コロナウイルス感染症の対応について国際的な連携を求める意見書の提出●新型コロナウイルス感染症の拡大抑制に向
けた意見書の提出

横浜市会は移転します　横浜市会は5月25日（月）から移転します。
■ 〒231-0005 横浜市中区本町6丁目50番地の10
■ みなとみらい線馬車道駅直結、ＪＲ・地下鉄桜木町駅から徒歩3分
　　　　　　　　　　　　その他移転に関する詳細は

点字版・ＣＤ版・デイジー版を発行しています
郵送を希望される方は、問合せ先までご連絡ください。音声データは市会ホームページに
も掲載しています。
ご意見・ご感想をお寄せください

「ヨコハマ議会だより」をはじめ、市会ホームページなどで議会の広報を行っています。皆
様からのご意見・ご感想をお待ちしています。市政に関するご意見やご提案は、担当する
部署にお届けします。担当部署からの回答が必要な場合には、その旨お伝えください。

045（671）3040
045（681）7388
gi-kouhou@
city.yokohama.jp

された意見書

議会局秘書広報課 第2回市会定例会の日程

新型コロナウイルス感染症の対応について国際的な連携を
求める意見書（要旨）
国におかれては、今般の新型コロナウイルス感染症への対応に際しては、わが

国としても率先して、全ての国・地域とともに知見を結集し、世界保健機関（ＷＨ
Ｏ）とも連携を取りながら、地理的空白が生ずることなく、早期終息へ向け迅速に
対応していただくことを強く要望する。

新型コロナウイルス感染症の拡大抑制に向けた意見書（要旨）
国におかれては、正確な情報を把握し、地方自治体等に対して適切な時期に

情報提供を行うとともに、具体的な支援に当たっては地元の状況を踏まえた対応
を行うこと、また、マスクや消毒薬など医療資材の安定供給に努めるなど医療体
制等の整備を図り、医療機関や救急関係者並びに高齢者福祉、障害者福祉及び
保育・児童福祉などの各関係事業所や学校などに対する優先的供給を行うこと
を強く要望する。

市会では、意見書を国会及び国や県などに提出する
ことで、議会としての意思を表明します。

○は賛成、×は反対、空欄は賛否双方あり

検索横浜市 移転情報

横浜市会　日程 検索

アクセス 
新所在地

日程は市会ホームページを
ご確認ください。

議案に対する各会派の賛否一覧令和２年 第１回市会定例会

議会通信

令和2年 第1回市会定例会号


